
被ばく医療研修認定委員会の運⽤に関する取決め 

 

（⽬的） 

第１条 この取決めは、「被ばく医療研修認定委員会の設置について（令和４年１０⽉１

⽇令０４放（規則）第３号）」第８条に基づき、被ばく医療研修認定委員会（以下、「認

定委員会」という。）の業務の運⽤を定めることを⽬的とする。 

 

第２条 認定委員会は、全て⾮公開とする。 

 

（研修の認定基準） 

第３条 認定委員会は、次の各号に掲げる研修について別に定める認定基準に則り、研修

の認定を⾏う。  

（１）基礎研修（原⼦⼒災害医療基礎研修）  

（２）専⾨研修（原⼦⼒災害医療中核⼈材研修、原⼦⼒災害医療中核⼈材技能維持研

修、原⼦⼒災害医療派遣チーム研修、ホールボディカウンター研修、甲状腺簡易

測定研修、染⾊体分析研修）  

（３）⾼度専⾨研修（⾼度専⾨被ばく医療研修、講師養成研修、体外計測研修、バイオ

アッセイ研修、⾼度専⾨染⾊体分析研修） 

 

第４条  研修の認定基準は次の各号に定めたものとする。  

（１）認定委員会が令和４年３⽉３１⽇までに承認をしたもの  

（２）令和 4 年 4 ⽉ 1 ⽇以降、前号（１）に掲げる認定基準の変更を⾏う場合は、研修

部会の審査を経て、⾼度被ばく医療支援センター連携会議（以下、「連携会議」とい

う。）が承認したもの 

 

（研修開催機関の申請資格） 

第５条 基礎研修として認定を受けようとする研修の開催機関は、次の各号に掲げる全て

に該当しなければならない。  

（１）原⼦⼒災害対策重点区域の道府県もしくはこれら道府県から研修開催業務を委託

されたもの、原⼦⼒災害拠点病院、⼤学又は⾼度被ばく医療支援センター。  

（２）研修開催責任者を指定すること。 

（３）受講料は徴取しないこと。  

（４）研修開催に係る資料を保管し、認定委員会の求めに応じていつでも提出できるこ

と。  

  

 



第６条 専⾨研修として認定を受けようとする研修の開催機関は、次の各号のいずれかに

該当しなければならない。  

（１）原⼦⼒災害医療中核⼈材研修、原⼦⼒災害医療中核⼈材技能維持研修、ホールボ

ディカウンター研修、甲状腺簡易測定研修を開催する機関は、⾼度被ばく医療支

援センターであること。  

（２）原⼦⼒災害医療派遣チーム研修を開催する機関は、原⼦⼒災害医療・総合支援セ

ンターもしくは基幹⾼度被ばく医療支援センターであること。  

２  前項に加え、専⾨研修として認定を受けようとする研修の開催機関は、次の各号に

掲げる全てに該当しなければならない。  

（１）研修開催責任者を指定すること。  

（２）研修開催に係る資料を保管し、認定委員会の求めに応じていつでも提出できるこ

と。  

 

第７条 ⾼度専⾨研修として認定を受けようとする研修の開催機関は、次の各号に掲げる

全てに該当しなければならない。  

（１）基幹⾼度被ばく医療支援センターであること。  

（２）研修開催責任者を指定すること。  

（３）研修開催に係る資料を保管し、認定委員会の求めに応じていつでも提出できるこ

と。 

 

（研修の認定⼿続き） 

第８条 研修の認定を受けようとする開催機関は、研修毎に次の各号に掲げる書類を、認

定委員会に申請しなければならない。研修認定基準等は、別に定める。  

（１）申請書  

（２）研修プログラム及び実習、机上演習の内容が分かる資料 

（３）講師リスト  

（４）標準テキスト以外の追加テキストを使⽤する場合は当該追加テキスト  

（５）オンラインで研修を実施する場合、オンラインの形式及び講義ごとの受講者の出

⽋確認⽅法を申請書に追記すること。オンライン研修としてはライブ配信による

研修のみを認定する。  

（６）講義を e ラーニングにて実施する研修の場合、e ラーニングシステムについては、

被ばく医療研修認定委員会の運⽤に関する取決め（細則）（以下、「細則」とい

う。）第３４条に定めるシステムの要件を満たすこと。e ラーニングを実施しない

講義、実習及び机上演習については、（１）から（４）の書類を申請して認定⼿続

を⾏うこと。 

２ 全ての研修において、研修開催期間は年度をまたがないこと。 



３ e ラーニングによる基礎研修及び講師養成研修については、細則第４条、第１５条及

び第３４条に定めるシステムの要件を満たした場合は、前項の認定⼿続きを要せず認

定される。 

４ 講義をｅラーニングの標準動画教材を⽤いて研修室等で受講者へ視聴させる形式で

実施する場合は、第１項の認定⼿続きを⾏うこと。 

５ 認定委員会は、第１項の申請を前４条に照らし認定し、研修開催機関に対し別に定め

る研修認定結果通知書を交付する。 

 

（研修の認定申請期⽇） 

第 9 条 認定委員会は、研修の認定を原則として年３回実施し、研修認定申請の期⽇

は、毎年度当初に公⽰する。ただし、研修開催機関の研修準備の都合上、不定期に申請

を受け付けることを妨げない。 

 

（受講者の募集） 

第１０条 研修開催機関は、認定委員会による研修の認定⽇以降に、被ばく医療研修管

理システム（以下、「管理システム」という。）に研修情報を登録し、受講者の募集を開

始する。 

 

（研修受講の応募） 

第１１条 研修の受講を申し込む者は、管理システムにユーザー登録し、開催予定研修情

報にアクセスし、研修受講の申し込みを⾏う。 

 

（研修の受講資格） 

第１２条 認定委員会が認定する研修を受講する者は、次の各号に掲げる者とする。 e ラ

ーニングでの講師を除き、講師と受講者の両立は可とする。 

（１） 原⼦⼒災害医療基礎研修を受講する者は、原⼦⼒災害医療、被ばく医療に関連す

る業務等を⾏う者とする。  

（２）専⾨研修のうち、原⼦⼒災害医療中核⼈材研修を受講する者は、原⼦⼒災害医療

基礎研修、原⼦⼒災害医療中核⼈材研修、原⼦⼒災害医療中核⼈材技能維持研修

のいずれかを修了し、有効期限内の修了証を有する者とする。 

（３）専⾨研修のうち、原⼦⼒災害医療中核⼈材技能維持研修を受講する者は、原⼦⼒

災害医療中核⼈材研修又は原⼦⼒災害医療中核⼈材技能維持研修を修了し、有効

期限内の修了証を有する者もしくは平成２６年度以降令和２年度までに開催され

た中核⼈材研修（相当の研修を含む）の修了者で、令和３年度から令和５年度ま

での基礎研修を修了し、有効期限内の修了証を有する者とする。 

（４）専⾨研修のうち、原⼦⼒災害医療派遣チーム研修を受講する者は、原⼦⼒災害医



療中核⼈材研修、原⼦⼒災害医療中核⼈材技能維持研修、原⼦⼒災害医療派遣チ

ーム研修のいずれかを修了し、有効期限内の修了証を有する者もしくは平成２６

年度以降令和２年度までに開催された派遣チーム研修（相当の研修を含む）の修

了者で、令和３年度から令和５年度までの基礎研修を修了し、有効期限内の修了

証を有する者とする。 

（５）専⾨研修のうち、ホールボディカウンター研修を受講する者は、原⼦⼒災害医療

中核⼈材研修、原⼦⼒災害医療中核⼈材技能維持研修、ホールボディカウンター

研修のいずれかを修了し、有効期限内の修了証を有する者とする。  

（６）専⾨研修のうち、甲状腺簡易測定研修を受講する者は、原⼦⼒災害医療基礎研

修、原⼦⼒災害医療中核⼈材研修、原⼦⼒災害医療中核⼈材技能維持研修、甲状

腺簡易測定研修のいずれかを修了し、有効期限内の修了証を有する者とする。  

（７）染⾊体分析研修を受講する者は、原⼦⼒災害医療基礎研修もしくは染⾊体分析研

修を修了し、有効期限内の修了証を有する者とする。  

（８）⾼度専⾨研修のうち、⾼度専⾨被ばく医療研修を受講する者は、原⼦⼒災害医療

派遣チーム研修もしくは⾼度専⾨被ばく医療研修を修了し、有効期限内の修了証

を有する者、もしくは講師登録している者とする。  

（９）⾼度専⾨研修のうち、体外計測研修を受講する者は、ホールボディカウンター研

修、甲状腺簡易測定研修、体外計測研修のいずれかを修了し、有効期限内の修了

証を有する者、もしくは講師登録している者とする。  

（１０）⾼度専⾨研修のうち、講師養成研修を受講する者は、原⼦⼒災害医療派遣チー

ム研修、原⼦⼒災害医療中核⼈材研修、原⼦⼒災害医療中核⼈材技能維持研

修、ホールボディカウンター研修、講師養成研修のいずれかを修了し、有効期

限内の修了証を有する者、もしくは講師登録している者とする。  

（１１）⾼度専⾨研修のうち、バイオアッセイ研修を受講する者は、原⼦⼒災害医療基

礎研修もしくはバイオアッセイ研修を修了し、有効期限内の修了証を有する

者、もしくは講師登録している者とする。 

（１２）⾼度専⾨研修のうち、⾼度専⾨染⾊体分析研修を受講する者は、染⾊体分析研

修もしくは⾼度専⾨染⾊体分析研修を修了し、有効期限内の修了証を有する

者、もしくは講師登録している者とする。 

 

第１３条 第１２条に定める研修の受講資格は次の各号に定めたものとする。  

（１）認定委員会が令和４年３⽉３１⽇までに承認をしたもの  

（２）令和 4 年 4 ⽉ 1 ⽇以降、前号（１）に掲げる研修の受講資格の変更を⾏う場合

は、研修部会の審査を経て、連携会議が承認したもの 

 

（受講者の決定） 



第１４条 研修開催機関は、前条の資格を満たす受講申込者のうちから受講者を決定

し、管理システムにて申し込み状況を「受講決定」又は「受講不可」へステータス変更

を⾏う 

 

（研修の修了⼿続き） 

第１５条 研修実施後、研修開催機関は別に定める修了基準を満たす受講者情報を含む実

施報告を認定委員会に申請する。  

２ 認定委員会は、前項の申請に基づき研修修了を認定し、研修開催機関に対し別に定め

る修了認定結果通知書を交付する。  

３ 研修開催機関は、前項の通知に従い、管理システムにて「受講決定」者を「受講修

了」又は「受講未了」へステータス変更し、「受講修了」者に修了証番号を割り当てた上 

で、「研修完了」の登録を⾏う。  

４ 研修実施機関が研修を途中で中⽌あるいは中断した場合は、研修開催責任者は、認定

委員会に報告し、実施した講義等の項⽬を各受講者の「原⼦⼒災害医療に関する受講履

歴 欄」に終了した講義等⼊⼒し、各受講者に受講証明書を発⾏する。  

５ 研修開催責任者が研修を受講者が途中で中断することを許可した場合は、認定委員会

に報告し、実施した講義等の項⽬を受講者の「原⼦⼒災害医療に関する受講履歴欄」に 

終了した講義等⼊⼒し、受講者に受講証明書を発⾏する。  

６ 研修を途中で中断した場合には、中断した研修開始⽇から概ね翌年度末までに再開

し、終了すること。 

７ e ラーニングによる基礎研修及び講師養成研修の修了⼿続きは第１６条に定める。  

８ 講義を e ラーニングにて実施する研修の修了⼿続きは、第１７条に定める。また、

第１項から第３項の修了⼿続きを⾏うこと。 

９ 講義をｅラーニングの標準動画教材を⽤いて研修室等で受講者へ視聴させる形式で

実施する研修の場合は、第１項から第６項の修了⼿続きを⾏うこと。 

 

（e ラーニングによる基礎研修及び講師養成研修の修了⼿続き） 

第１６条  e ラーニングによる基礎研修及び講師養成研修では、受講可能な状態になっ

てから 1 か⽉以内に受講者が全ての講義動画を視聴し、ポストテストに合格した時点で

受講修了とする。この期限内に修了できなかった場合は、当該研修での講義及びテスト

の受講・受験実績は無効とする。 

２ 研修開催機関は、ポストテストに合格してから概ね２週間以内に管理システムにて

当該修了者のステータスを「受講修了」へ変更し、認定委員会事務局に当該修了者を報

告する。認定委員会事務局は、研修開催機関に対し修了証番号を交付、認定委員会に報

告する。 

３ 研修開催機関は、管理システムにて当該修了者に修了証番号を割り当て、研修開催



期間終了後に「研修完了」の登録を⾏う。 

４ e ラーニングシステムの管理者は研修開催状況及び受講状況を認定委員会に定期的に

報告する。 

５ e ラーニングシステムの不具合により研修を途中で中⽌あるいは中断した場合や、受

講途中に受講記録が消失した場合の受講者への対応は研修開催機関とシステム管理者が

協議して決定し、認定委員会の承認を受けること。 

 

（講義を e ラーニングにて実施する研修の修了⼿続き） 

第１７条 講義を e ラーニングにて実施する研修では、受講可能な状態になってから研修

開催責任者が設定する期⽇までに、受講者が全ての講義動画を視聴し、ポストテストに

合格した時点で講義受講修了とする。この期限内に修了できなかった場合は、当該研修

での講義及びテストの受講・受験実績は無効とする。 

e ラーニングシステムの不具合により研修を途中で中⽌あるいは中断した場合や、受講途

中に受講記録が消失した場合の受講者への対応は研修開催機関とシステム管理者が協議

して決定し、認定委員会の承認を受けること。 

 

（修了証書の発⾏） 

第１８条 第１７条による登録の後管理システムにて、研修開催機関は別に定める様式の

修了証書を印刷することができ、また研修修了者はその写しを印刷することができる。 

 

（研修修了者の認定期間） 

第１９条 研修修了者の認定期間は修了⽇の３年後の年度末とし、３年毎に申請により認

定を更新する。資格の更新の条件及び⼿続きは、第２１条及び第２２条に定める。 

  

第２０条 第１９条に定める研修修了者の認定期間は次の各号に定めたものとする。  

（１）認定委員会が令和４年３⽉３１⽇までに承認をしたもの  

（２）令和 4 年 4 ⽉ 1 ⽇以降、前号（１）に掲げる研修修了者の認定期間の変更を⾏う

場合は、研修部会の審査を経て、連携会議が承認したもの 

 

（研修修了者の認定資格の更新の条件） 

第２１条 修了証の有効期限は発⾏⽇の３年後の年度末とし、研修の更新の⼿続きを次の

各号のとおり定める。 原則として、各研修は独立した認定期間を有するものとし、その

更新については、各研修の認定期間内に当該研修を受講することで⾏う。 

（１） 修了証の有効期限内に、受講資格のある研修を受講すること。 令和３年４⽉以

降に、原⼦⼒災害医療中核⼈材研修の修了証の有効期限内に原⼦⼒災害医療中核

⼈材研修又は原⼦⼒災害医療中核⼈材技能維持研修を再度修了した場合は、保有



している修了証の有効期限が満了する翌年度から３年後の年度末を有効期限とす

る。 

 

第２２条 研修修了者の認定資格の更新の条件は次の各号に定めたものとする。 

（１）認定委員会が令和４年３⽉３１⽇までに承認をしたもの  

（２）令和 4 年 4 ⽉ 1 ⽇以降、前号（１）に掲げる研修修了者の認定資格の更新の条件

の変更を⾏う場合は、研修部会の審査を経て、連携会議が承認したもの 

 

（講師資格の新規取得） 

第２３条 講師養成研修修了者は講師として新規認定し、講師資格を有するものとする。

認定期間は３年とする。資格の更新の条件及び⼿続きは、第２５条及び第２６条に定め

る。  

  

第２４条 第２３条に定める講師資格は次の各号に定めたものとする。  

（１）認定委員会が令和４年３⽉３１⽇までに承認をしたもの  

（２）令和 4 年 4 ⽉ 1 ⽇以降、前号（１）に掲げる講師資格の変更を⾏う場合は、研修

部会の審査を経て、連携会議が承認したもの 

 

（講師資格の更新） 

第２５条 講師資格の更新の⼿続きを次の各号の通り定める。  

（１）講師資格有効期間内に３回以上の講師履歴を有する場合は更新を認める。講師資

格有効期間は、前回の講師資格有効期間が終了する年度の翌年度の開始の⽇から

３年以内とする。  

（２）講師履歴は同⼀研修につき１回、同⼀⽇の研修につき１回とする。  

（３）ｅラーニングの標準動画教材を研修室等で受講者へ視聴させ、到達度確認テスト

の代わりとして質疑応答を⾏う形式で実施する研修の講師も、講師履歴に含め

る。ただし前号（２）に定めるものとする。 

 

第２６条 講師資格の更新の条件は次の各号に定めたものとする。 

（１）認定委員会が令和４年９⽉３０⽇までに承認をしたもの  

（２）令和 4 年 4 ⽉ 1 ⽇以降、前号（１）に掲げる講師資格の更新の条件の変更を⾏う

場合は、研修部会の審査を経て、連携会議が承認したもの 

 

（規則の改正） 

第２７条 この取決めは、認定委員会委員⻑が認定委員会に諮って改正することができ

る。 



 

[附則] 

（施⾏期⽇等） 

１ この取決めは令和３年３⽉２⽇から施⾏し、令和３年４⽉１⽇以降に開催される研修

に適⽤する。 

２ この改正取決めは令和４年１⽉１⽇から施⾏し、令和４年１⽉１⽇以降に開催される

研修に適⽤する。 

３ この改正取決めは令和４年４⽉１⽇から施⾏し、令和４年４⽉１⽇以降に開催される

研修に適⽤する。 

４ この改正取決めは令和４年１２⽉２０⽇から施⾏し、令和４年１２⽉２０⽇以降に開

催される研修に適⽤する。  

５ この改正取決めは令和６年４⽉１⽇から施⾏し、令和６年４⽉１⽇以降に開催される

研修に適⽤する。 

６ この改正取決めは令和６年８⽉２２⽇から施⾏し、令和６年８⽉２２⽇以降に開催さ

れる研修に適⽤する。 

７ この改正取決めは令和７年４⽉１⽇から施⾏し、令和７年４⽉１⽇以降に開催される

研修に適⽤する。 

８ この改正取決めは令和７年９⽉２２⽇から施⾏し、令和７年９⽉２２⽇以降に開催さ

れる研修に適⽤する。 

9 この改正取決めは令和 8 年２⽉１２⽇から施⾏し、令和８年２⽉１２⽇以降に開催さ

れる研修に適⽤する。 

10 この改正取決めは令和 8 年 6⽉29⽇から施⾏し、令和８年 6 ⽉ 29 ⽇以降に開催され

る研修に適⽤する。 

 

（認定研修修了者の認定期間の例外） 

第１９条の規定に限らず、平成２６年度以降令和２年度までに開催された研修（基礎、

中核⼈材、派遣チーム）の修了者は、⼀律認定期間を令和５年度末までとする。ただ

し、平成２６年度以降令和２年度までに開催された中核⼈材研修（相当の研修を含む）、

派遣チーム研修（相当の研修を含む）の修了者は、基礎研修の受講により、認定期間を

基礎研修の修了⽇の３年後の⽇付が含まれる年度の年度末とする。対象となる基礎研修

の受講の適⽤時期については、令和３年度から令和５年度までとし、令和３年度及び令

和４年度の既受講者については、本規定の改正⽇の如何に拠らず、認定期間の変更を遡

及して適⽤するものとする。 

 

（講師資格の更新の例外） 

第２５条の規定に限らず、令和２年度（令和３年３⽉末）までに講師履歴がある者の講



師資格有効期間は、令和５年度（令和６年３⽉末）までとし、令和５年度（令和６年３

⽉末）までに第２３条を満たした者は、講師資格が更新されるものとする。 


